
災害時の避難情報・
避難計画等について

令和４年３月
加古川市防災対策課

令和３年度加古川市介護保険サービス事業者等集団指導



被害の
発生

1９６１年 災害対策基本法 制定

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、

避難のための立退きを勧告、指示することができる

⇒ 「避難勧告」、「避難指示」などの発令
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１ 災害時の避難情報

・危険度が分からない ・言葉の意味が難しい
・逃げ時が分からない ・正常性バイアス

（自分だけは大丈夫）
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警戒レベルによる避難発令（施行：令和元年６月、改正：令和３年５月）

高齢者等は
警戒レベル３で

← 避難開始
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市町村が発令する情報

※レベル３以上

気象庁等が発表する
情報

警戒
レベル

相当する
警戒

レベル
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加古川市総合防災マップ P.79

災害・防災情報収集に役立つサイト
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加古川市総合防災マップ P.79

災害・防災情報収集に役立つサイト



高齢者施設の主な被災事例

◆平成２８年８月 台風第10号

岩手小本川 グループホーム 「楽ん楽ん」

入居者９名が犠牲

◆平成２１年７月 豪雨

山口県防府市 特別養護老人ホーム 「ライフケア高砂」

入居者７名が犠牲
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２ 介護保険事業所における防災対策
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要配慮者利用施設における避難確保計画

【施設の義務】

・避難確保計画の作成

・避難訓練の実施



避難確保計画の作成状況

水防法に基づくもの 令和２年６月３０日現在

土砂災害防止法に基づくもの 令和２年３月３1日現在
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施設数 計画作成数 作成率

要配慮者利用施設 85,924 46,824 54.5％

うち社会福祉施設 67,945 37,614 55.4％

施設数 計画作成数 作成率

要配慮者利用施設 16,429 8,679 52.8％

うち社会福祉施設 10,513 5,935 56.5％



高齢者施設の主な被災事例

◆令和２年７月 豪雨

熊本県球磨村 特別養護老人ホーム 「千寿園」

入居者１３名 職員１名が犠牲 ５１名が救助されて病院へ搬送

◆平成２８年８月 台風第10号

岩手小本川 グループホーム 「楽ん楽ん」

入居者９名が犠牲

◆平成２１年７月 豪雨

山口県防府市 特別養護老人ホーム 「ライフケア高砂」

入居者７名が犠牲
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避難確保計画義務化後



なぜ、防げなかったのか

計画に不備はなかったのか
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・避難確保計画はすべての事象に対応できていない

・計画に定めた避難先への避難ができない

・避難誘導する職員が参集できない

・階段を使用した上層階へ避難への時間を要する

・高齢者等避難の発令頻度が高い など
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避難確保計画の課題



①避難の実効性の確保
・計画及び訓練内容の適正化・行政の関与

②避難計画の作成等の促進
・施設防災リーダーの育成・人材確保
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避難確保計画の課題への対応



避難確保計画の作成、避難訓練の実施とその届出が義務化

①避難の実効性の確保

◆これまでの助言の例：
・ 避難先としている施設が「立退き避難」するべき場所にある
・ 避難先としている施設が「浸水想定区域内」にある
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避難確保計画の課題への対応

水防法・土砂災害防止法改正（令和３年５月）

届出を受けた市町村は、内容につき助言・勧告できる

⇒複数の避難先や、避難施設内での垂直避難なども考慮しておく



①避難の実効性の確保

・ 避難先としている施設が「立退き避難」するべき場所にある
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避難確保計画の課題への対応

⇒複数の避難先を考慮しておく

総合防災マップ
P.27～30



①避難の実効性の確保
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避難確保計画の課題への対応

総合防災マップP.78～79

⇒避難場所自体も浸水する

ため、校舎２階以上への垂

直避難を考慮しておく。

・ 避難先としている施設が「浸水想定区域内」にある



加古川市防災士資格取得補助制度 の活用

②避難計画の作成等の促進

社会福祉施設の長による推薦があれば活用可能
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避難確保計画の課題への対応

施設防災リーダーの育成
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加古川市防災士資格取得補助制度

助成対象者③に該当

所属する社会福祉施設
等において防災を推進す
るための活動を行う意思が

あり、所属する組織の長
から推薦を受けた人



・災害時の対策、避難の計画を考えておく
・過去の事例なども踏まえて、訓練を重ねる

⇒ 計画の実効性を高めていく

まとめ
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